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表紙

第25回定時株主総会の招集に際しての

電子提供措置事項

上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条第２項の規定に基づ

き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載し

ておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、

株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書

面を一律でお送りいたします。

第25回定時株主総会資料

● 事業報告

「主要な事業所及び使用人の状況」

「主要な借入先及び借入額」

「新株予約権等に関する事項」

「業務の適正を確保するための体制及び

　当該体制の運用状況」

● 連結計算書類

「連結注記表」

● 計算書類

「個別注記表」

第25期

(2025年４月１日から2026年３月31日まで）

株式会社フーバーブレイン
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主要な事業所及び使用人の状況、主要な借入先及び借入額

名 称 所 在 地

本社 東京都千代田区

大阪オフィス 大阪府大阪市

新潟オフィス 新潟県新潟市

福岡オフィス 福岡県福岡市

東京オペレーションセンター 東京都千代田区

名 称 所 在 地

ＧＨインテグレーション株式会社 東京都千代田区

株式会社アド・トップ 東京都千代田区

フーバー・インベストメント株式会社 東京都千代田区

株式会社ＣＯＮＶＩＣＴＩＯＮ 東京都千代田区

株式会社Ａｓｅｍｂｌｅ 東京都千代田区

イチアール株式会社 東京都千代田区

株式会社Youth Planet 東京都台東区

株式会社ProofX 東京都渋谷区

１．主要な事業所及び使用人の状況

（１）主要な事業所（2026年３月31日現在）

①　当社

②　子会社

（注）１．2026年２月20日付でYouth Planetの発行済株式の一部（議決権比率

51.0％）を取得し、同年３月31日をみなし取得日として連結子会社化

いたしました。

２．2026年３月25日付でProofXの発行済株式の一部（議決権比率51.0％）

を取得し、同年３月31日をみなし取得日として連結子会社化いたしま

した。

－ 1 －
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主要な事業所及び使用人の状況、主要な借入先及び借入額

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

251 （20）名 ５名減（８名増）

使用人数
前事業年度
末 比 増 減

平均年齢
平均勤続
年 数

52（７）名 ３名減（３名増） 45.5歳 6.6年

（２）使用人の状況（2026年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、

グループ外から当社グループへの出向者を含む。）であり、臨時雇用者

数は（　）内に外数で記載しております。

②　当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数（当社から社外への出向者を除く）であり、臨時雇用

者数（子会社からの派遣等社員を含む）は（　）内に外数で記載しており

ます。

借入先 借入残高

株式会社りそな銀行 745,006千円

株式会社三井住友銀行 100,000千円

借入先 借入残高

株式会社日本政策金融公庫 33,630千円

東京信用金庫 48,090千円

２．主要な借入先及び借入額

主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）

（１）　当社の主要な借入先の状況

（２）　子会社の主要な借入先の状況

－ 2 －



2026/05/25 17:15:26 / 25301169_株式会社フーバーブレイン_招集通知

新株予約権等に関する事項

項 目 内 容

新株予約権の数 1,700個

新株予約権の目的となる株式の種類と

数
普通株式　170,000株

新株予約権の行使時の払込金額
新株予約権１個当たり160,000円

（１株につき1,600円）

新株予約権の行使期間 自2018年10月10日 至2028年10月９日

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入

額

発行価格　　1,623円（注１）

資本組入額　　812円

新株予約権の行使の条件 （注２）

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による本新株予約権の取得につい

ては、当社取締役会の決議による承認

を要するものとする。

役員の保有状況

取締役（社外取

締役を除く）

新株予約権の数　　　　1,350個

目的となる株式数　　135,000株

保有者数　　　　　　　　 ２名

社外取締役

新株予約権の数　　　　　200個

目的となる株式数　　 20,000株

保有者数　　　　　　　　 １名

監査役

新株予約権の数　　　　　150個

目的となる株式数　　 15,000株

保有者数　　　　　　　　 ２名

３．新株予約権等に関する事項

（１）当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として

交付された新株予約権の状況

①2018年９月14日開催の取締役会決議に基づき発行した第10-B回新株予約権（ス

トック・オプション）

（注）１．①本新株予約権の行使価額は、新株予約権者による本新株予約権の行

使請求が行われる都度、行使請求日の前営業日（以下、「修正日」

という。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終

値（同日に終値がない場合には、その直前の終値）の105％に修正

される（１円未満の端数を切り上げる。以下、「修正後行使価額」

－ 3 －
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新株予約権等に関する事項

という。）。ただし、修正後行使価額が当初行使価額を下回る場合

は、修正後行使価額は当初行使価額とする。なお、修正後行使価額

は、当該修正日の翌日から適用されるものとする。

②上記①に関わらず、2019年３月期から2028年３月期のいずれかの期

における当社の営業利益の額が５億円を超過した場合には、行使価

額は当初行使価額に修正され、以後上記①による修正は行わないも

のとする。なお、本項における営業利益の判定においては、当社の

有価証券報告書に記載された損益計算書（連結損益計算書を作成し

ている場合は連結損益計算書）における営業利益の数値を用いるも

のとし、本新株予約権に限らず、新株予約権より株式報酬費用が発

生した場合にはこれを除外して計算するものとする。また、当社が

適用する会計基準の変更等により参照すべき営業利益の概念に重要

な変更があった場合には別途参照すべき指標を取締役会にて定める

ものとする。なお、本号による行使価額修正は当該有価証券報告書

の提出日の翌日から適用するものとする。

③新株予約権の帳簿価額23円を加算している。

２．①新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または

当社関係会社の役員または従業員であることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会

が認めた場合は、この限りではない。

②新株予約権者は、当社の通期決算または第２四半期に係る決算短信

の公表日の４営業日後に限り、本新株予約権を行使することができ

る。ただし、上記（注）１．②に伴う行使価額の修正が行われた場

合には、この限りではない。

③新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

④本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点に

おける発行可能株式総数を超過することとなるときは、当該本新株

予約権の行使を行うことはできない。

⑤各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

⑥その他の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株

予約権割当契約に定めるところによる。

－ 4 －
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新株予約権等に関する事項

項 目 内 容

新株予約権の数 980個

新株予約権の目的となる株式の種類と

数
普通株式　98,000株

新株予約権の行使時の払込金額
新株予約権１個当たり71,900円

（１株につき719円）

新株予約権の行使期間 自2024年７月１日 至2028年10月９日

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入

額

発行価格　　　719円

資本組入額　　360円

新株予約権の行使の条件 （注）

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による本新株予約権の取得につ

いては、当社取締役会の決議による

承認を要するものとする。

役員の保有状況

取締役（社外取締

役を除く）

新株予約権の数　　　　　800個

目的となる株式数　　 80,000株

保有者数　　　　　　　　 ３名

社外取締役

新株予約権の数　　　　　 40個

目的となる株式数　　　4,000株

保有者数　　　　　　　　 ２名

監査役

新株予約権の数　　　　　140個

目的となる株式数　　 14,000株

保有者数　　　　　　　　 ３名

②2022年９月５日開催の取締役会決議に基づき発行した第13-B回新株予約権（ス

トック・オプション）

（注）①新株予約権者は、2024年３月期から2028年３月期までのいずれかの期に

おいて、当社の連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合

には損益計算書）に記載された営業利益が、500百万円を超過した場合

にのみ、これ以降本新株予約権を行使することができる。なお、上記に

おける営業利益の判定に際しては、当社の有価証券報告書に記載された

連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合には損益計算

書）における営業利益の数値を用いるものとし、適用される会計基準の

変更等により当社の連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない

－ 5 －
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新株予約権等に関する事項

場合には損益計算書）に記載された実績数値で判定を行うことが適切で

はないと取締役会が判断した場合には、当社は合理的な範囲内で当該企

業買収等の影響を排除し、判定に使用する実績数値の調整を行うことが

できるものとする。また、当該連結損益計算書（連結損益計算書を作成

していない場合は損益計算書）に本新株予約権に限らず、新株予約権に

よる株式報酬費用が計上されている場合には、これによる影響を排除し

た株式報酬費用控除前営業利益をもって判定するものとする。

②新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社または当社関

係会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認

めた場合は、この限りではない。

③新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

④本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点におけ

る発行可能株式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の

行使を行うことはできない。

⑤各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

⑥その他の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約

権割当契約に定めるところによる。

－ 6 －
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新株予約権等に関する事項

項 目 内 容

新株予約権の数 2,570個

新株予約権の目的となる株式の種類と

数
普通株式　257,000株

新株予約権の行使時の払込金額
新株予約権１個当たり82,800円

（１株につき828円）

新株予約権の行使期間 自2025年12月１日 至2035年11月30日

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入

額

発行価格　　　828円（注１）

資本組入額　　414円

新株予約権の行使の条件 （注２）

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による本新株予約権の取得につ

いては、当社取締役会の決議による

承認を要するものとする。

役員の保有状況

取締役（社外取

締役を除く）

新株予約権の数　　　　2,150個

目的となる株式数　　215,000株

保有者数　　　　　　　　 ３名

社外取締役

新株予約権の数　　　　　100個

目的となる株式数　　 10,000株

保有者数　　　　　　　　 ２名

監査役

新株予約権の数　　　　　320個

目的となる株式数　　 32,000株

保有者数　　　　　　　　 ３名

③2025年11月14日開催の取締役会決議に基づき発行した第15回新株予約権（スト

ック・オプション）

（注）１．①本新株予約権の行使価額は、新株予約権者による本新株予約権の行

使請求が行われる都度、行使請求日の前営業日（以下、「修正日」

という。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終

値（同日に終値がない場合には、その直前の終値）の110％に修正

される（１円未満の端数を切り上げる。以下、「修正後行使価額」

という。）。ただし、修正後行使価額が当初行使価額を下回る場合

は、修正後行使価額は当初行使価額とする。なお、修正後行使価額

は、当該修正日の翌日から適用されるものとする。

②上記①に関わらず、2028年３月期及び2029年３月期における当社の

－ 7 －



2026/05/25 17:15:26 / 25301169_株式会社フーバーブレイン_招集通知

新株予約権等に関する事項

営業利益の額が２事業年度連続して５億円を超過した場合には、行

使価額は当初行使価額に修正され、以後上記①による修正は行わな

いものとする。なお、本項における営業利益の判定においては、当

社の有価証券報告書に記載された損益計算書（連結損益計算書を作

成している場合は連結損益計算書）における営業利益の数値を用い

るものとし、本新株予約権に限らず、株式、新株予約権またはその

他の株式等を利用した仕組みより株式報酬費用が発生した場合には

これを除外して計算するものとする。また、当社が適用する会計基

準の変更等により参照すべき営業利益の概念に重要な変更があった

場合には別途参照すべき指標を取締役会にて定めるものとする。な

お、本号による行使価額修正は当該有価証券報告書の提出日の翌日

から適用するものとする。

２．①新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社または当

社関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。た

だし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると

取締役会が認めた場合は、この限りではない。

②新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

③本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点に

おける発行可能株式総数を超過することとなるときは、当該本新株

予約権の行使を行うことはできない。

④各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

⑤その他の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株

予約権割当契約に定めるところによる。
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新株予約権等に関する事項

項 目 内 容

新株予約権の数 2,730個

新株予約権の目的となる株式の種類と

数
普通株式　273,000株

新株予約権の行使時の払込金額
新株予約権１個当たり82,800円

（１株につき828円）

新株予約権の行使期間 自2025年12月１日 至2035年11月30日

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入

額

発行価格　　　828円（注１）

資本組入額　　414円

新株予約権の行使の条件 （注２）

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による本新株予約権の取得につ

いては、当社取締役会の決議による

承認を要するものとする。

当社使用人等への

交付状況

当社使用人

新株予約権の数　　　　1,530個

目的となる株式数　　153,000株

保有者数　　　　　　　　 18名

子会社の役員及

び使用人

新株予約権の数　　　　1,200個

目的となる株式数　　120,000株

保有者数　　　　　　　　 15名

（２）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

の状況

2025年11月14日開催の取締役会決議に基づき発行した第15回新株予約権（ストッ

ク・オプション）

（注）１．①本新株予約権の行使価額は、新株予約権者による本新株予約権の行

使請求が行われる都度、行使請求日の前営業日（以下、「修正日」

という。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終

値（同日に終値がない場合には、その直前の終値）の110％に修正

される（１円未満の端数を切り上げる。以下、「修正後行使価額」

という。）。ただし、修正後行使価額が当初行使価額を下回る場合

は、修正後行使価額は当初行使価額とする。なお、修正後行使価額

は、当該修正日の翌日から適用されるものとする。

②上記①に関わらず、2028年３月期及び2029年３月期における当社の

営業利益の額が２事業年度連続して５億円を超過した場合には、行

使価額は当初行使価額に修正され、以後上記①による修正は行わな
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いものとする。なお、本項における営業利益の判定においては、当

社の有価証券報告書に記載された損益計算書（連結損益計算書を作

成している場合は連結損益計算書）における営業利益の数値を用い

るものとし、本新株予約権に限らず、株式、新株予約権またはその

他の株式等を利用した仕組みより株式報酬費用が発生した場合には

これを除外して計算するものとする。また、当社が適用する会計基

準の変更等により参照すべき営業利益の概念に重要な変更があった

場合には別途参照すべき指標を取締役会にて定めるものとする。な

お、本号による行使価額修正は当該有価証券報告書の提出日の翌日

から適用するものとする。

２．①新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社または当

社関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。た

だし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると

取締役会が認めた場合は、この限りではない。

②新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

③本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点に

おける発行可能株式総数を超過することとなるときは、当該本新株

予約権の行使を行うことはできない。

④各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

⑤その他の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株

予約権割当契約に定めるところによる。

－ 10 －



2026/05/25 17:15:26 / 25301169_株式会社フーバーブレイン_招集通知

新株予約権等に関する事項

項 目 内 容

新株予約権の数 13,000個

新株予約権の目的となる株式の種類と

数
普通株式　1,300,000株

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり1,151円

新株予約権の払込期日 2025年６月９日

新株予約権の行使時の払込金額
新株予約権１個当たり79,900円

（１株につき799円）

新株予約権の行使期間 自2025年６月９日 至2028年６月８日

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入

額

発行価格　　　799円

資本組入額　　400円

新株予約権の行使の条件 （注）

割当先

第三者割当の方法により、発行した

新株予約権の総数をドリーム10号投

資事業有限責任組合に割当てた。

（３）その他新株予約権等の状況

2025年５月23日開催の取締役会決議に基づき発行した第14回新株予約権

（注）①本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点におけ

る授権株式数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を

行うことはできない。

②各本新株予約権の一部行使はできない。
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４．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

（2026年３月31日現在）

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のと

おりであります。

（１）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

イ．企業理念に基づく企業行動規範等を制定し、コンプライアンス担当役員

が実施する社内教育によって、全社的にこれを徹底させるとともに、健全

な職務執行が行える環境を整備いたします。

ロ．組織規程、業務分掌規程、職務権限規程等を遵守し、その実行について

問題があれば、取締役会等の重要な会議に報告し、該当部門の教育を求め

て適正に業務執行を行います。

② 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

イ．取締役の職務の執行に係る情報及び重要文書は、取締役会規程及び文書

管理規程等に基づき、適切に記録し、保存及び管理いたします。また、取

締役及び監査役が、常時これらの記録を閲覧できるようにいたします。

ロ．代表取締役に任命された取締役が責任者として、この任務にあたるもの

といたします。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ．企業活動に潜在するリスクに適切に対応できる体制の整備を図るため、

リスク・危機管理を行う担当役員を置き、当社の災害、事故等への対応を

リスク・危機管理規程等に定め、危機発生時の迅速かつ適切な対応が可能

な仕組みの構築、維持及び向上を図ります。

ロ．各部門長等は、自部門において管理する恒常リスクとその対応策及び対

応状況を、経営会議の場において報告し、リスク・危機管理担当役員は、

リスク・危機管理規程に基づき、適宜、リスク・危機管理の実態について

調査及び評価を実施し、取締役会に報告するとともに必要に応じて対策を

協議いたします。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．取締役会は経営に関する重要な事項の意思決定を行うとともに、取締役

会規程、組織規程、業務分掌規程、職務権限規程等に基づき、取締役の職
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務執行及び業務執行を監督いたします。

ロ．取締役会の意思決定の妥当性を確保するため、社外取締役を置き、独立

性が高い場合は独立役員として明示いたします。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

　子会社についても当社と同水準の内部統制システムの構築を目指し、当社

経営管理本部管掌取締役を統括責任者とし、管理部が主体となって当社グル

ープ全体の内部統制を網羅的に管理し、子会社においては各社代表取締役社

長が中心となって内部統制システムを構築しております。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

イ．監査役が監査役会の職務を補助する要員を要請した場合、直ちに人選を

行います。

ロ．監査役会の職務を補助する要員についての任命、異動、評価、進級等の

人事権にかかわる事項の決定について、監査役の事前の承認を受けます。

⑦ 監査役への報告の体制

イ．代表取締役及び業務執行を行う取締役は、取締役会等の重要会議におい

て、随時業務執行の状況報告を行います。また、代表取締役は、監査役と

協議のうえ監査役への報告事項を定める等、監査役への報告体制の整備を

図ります。

ロ．監査役は、その職務を遂行するために必要と判断するときは、いつでも

当社の取締役及び使用人に報告を求めることができます。

ハ．監査役は、経営会議に出席し、恒常リスクとその対応策及び対応状況を

共有、監査役会は、コンプライアンスに係る事案の報告及び内部通報につ

きコンプライアンス担当役員からの報告を受ける体制としております。ま

た、コンプライアンス担当役員は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある

事実を発見した時は、直ちに監査役会に報告することとしています。

ニ．上記の報告をした者は、当該報告をしたことを理由として一切の不利な

扱いを受けないものとしています。

⑧ 監査にかかる費用負担の方針

　会社は、監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、その

費用を負担いたします。
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⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　代表取締役は、監査役会の定めた年度監査基本計画の提示を受け、監査役

会と連携をとりながら、各部門の監査が実効的に実施できる体制の整備に努

めることとしています。

⑩ 反社会的勢力排除の方針

　企業倫理に関する方針において、反社会的勢力の排除を行い、反社会的勢

力といかなる利益供与、取引その他の関係を持ってはならないことを方針の

一つとして掲げています。また、対応部門である管理部を中心として、警察

を含む外部専門機関との連携、反社会的勢力に関する情報の収集などを行

い、会社内での周知・注意喚起などを図ります。

（２）体制の運用状況の概要

　当事業年度における上記体制の運用状況の概要は､以下のとおりでありま

す｡

① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること並びに効率的に行われ

ることの確保

　取締役会については、定例取締役会を12回、臨時取締役会を４回開催し、

法令及び定款その他の各種規程に基づく適法性及び経営判断に基づく妥当性

を満たすよう業務執行の決定及び取締役の職務執行の監督を行いました。

② リスク・危機管理体制

　経営会議において、各部門長等からリスク・危機管理状況を共有し、必要

に応じて、リスク・管理担当役員が取締役会等の重要な会議で、実態把握と

ともに改善内容を固めて実施いたしました。

③ コンプライアンス体制

　全役職員に対してコンプライアンス研修を実施し理解を深めるよう取り組

みました。また、適宜、社内メールで法令遵守の周知を図るとともに、内部

統制上の不備の兆候についてヒアリングを実施し、改善提案を行う取り組み

を行いました。

④ 監査役の監査が実効的に行われることの確保

　監査役は、取締役、内部監査を担当する内部監査室その他の使用人及び会

計監査人とそれぞれ定期的に意見交換を行いました。
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⑤ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　全社に係るリスク・危機に関しては、リスク・危機管理規程を遵守しリス

ク等発生を事前に防止できる体制を築いております。

⑥ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会規程、組織規程、業務分掌規程、職務権限規程等に基づき、適正

かつ効率的に職務の執行が行われる体制を築いております。

⑦ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ．企業理念に基づく企業行動規範を制定し、社内教育の実施によって全社

的にこれを徹底させるとともに、健全な職務執行が行える環境を整備して

おります。

ロ．組織規程、業務分掌規程、職務権限規程等を遵守し、その実行について

問題があれば代表取締役及び取締役に報告し、該当部門の教育を求めて適

正に業務執行を行いました。
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１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(１)　連結の範囲に関する事項

　（連結子会社の状況）

・連結子会社の数 ９社

・連結子会社の名称 ＧＨインテグレーション株式会社

株式会社アド・トップ

フーバー・インベストメント株式会社

株式会社ＣＯＮＶＩＣＴＩＯＮ

株式会社Ａｓｅｍｂｌｅ

（旧株式会社ＡＲＰＥＧＧＩＯ）

イチアール株式会社

株式会社フーバー・クロステクノロジーズ

株式会社Youth Planet

株式会社ProofX

・連結範囲の変更 当連結会計年度において、持分法適用関連会社で

あった株式会社フーバー・クロステクノロジーズ

について、株式を追加取得し、子会社化したこと

により、連結の範囲に含めております。また、株

式会社Youth Planet及び株式会社ProofXの株式を

取得し、子会社化したことにより、２社を連結の

範囲に含めております。

(２)　持分法の適用に関する事項

・持分法適用の非連結子会社及び関連会社数

１社

・主要な会社等の名称　　　　　株式会社クワッドマイナージャパン

・持分法適用範囲の変更 当連結会計年度から、株式会社フーバー・クロス

テクノロジーズの株式を追加取得し、子会社化し

たことにより、同社を持分法適用の範囲から除外

しております。

(３)　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、株式会社ＣＯＮＶＩＣＴＩＯＮ及びイチアール株式会社の決算

日は２月末日であり、連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用

し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行ってお

ります。また、株式会社Youth Planetの決算日は６月末日、株式会社Ａｓｅｍｂｌｅ
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・商品

　原材料

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。

建物 10年～18年

工具、器具及び備品 ３年～15年

及び株式会社ProofXの決算日は９月末日であり、連結計算書類の作成にあたっては、

３月末日に仮決算を実施しております。その他の連結子会社の決算日は、連結決算日

と一致しております。

(４)　会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. その他有価証券（営業投資有価証券を含む）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

ロ. 棚卸資産

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ. 有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、2016年４月

１日以降に取得した建物附属設備については定額

法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

ロ. 無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

顧客関連資産　　　　　　　５年

ソフトウェア（自社利用）　５年

社内における利用可能期間に基づく定額法によっ

ております。

ハ. 少額減価償却資産 取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却

資産については、法人税法の規定に基づき、３年

間で均等償却を行っております。

③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のう

ち当連結会計年度に負担すべき額を計上しており

ます。
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ハ．役員賞与引当金 役員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち

当連結会計年度に負担すべき額を計上しておりま

す。

④　収益及び費用の計上基準

イ.ITツール事業

　当社グループが販売するセキュリティツール等の一部製商品については、顧客

に納品された時点で履行義務が充足されたと判断し、収益を認識しております。

また、収益は、顧客との契約において約束された対価から販売奨励金等の顧客に

支払われる対価を控除した金額で測定しております。

　セキュリティツール及び働き方改革ツールのうちサブスクリプション型のサー

ビスについては、顧客との契約が継続している期間にわたり、時の経過につれて

履行義務が充足されるものと判断し、取引額を当該契約期間で均等に按分し収益

を認識しております。

ロ.ITサービス事業

　当社グループが販売するセキュリティツール等の一部製商品に付随する保守サ

ービスについては、顧客との契約期間にわたり、時の経過につれて履行義務が充

足されるものと判断し、取引額を当該契約期間で均等に按分し収益を認識してお

ります。

　子会社ＧＨインテグレーション株式会社（以下、「ＧＨＩ」という。）、株式

会社ＣＯＮＶＩＣＴＩＯＮ（以下、「ＣＯＮＶＩＣＴＩＯＮ」という。）、株式

会社Ａｓｅｍｂｌｅ（以下、「Ａｓｅｍｂｌｅ」という。）及びイチアール株式

会社（以下、「イチアール」という。）が提供するSES（技術者派遣）について

は、顧客との契約期間にわたり労働時間の経過につれて履行義務が充足されるも

のと判断し、当該契約期間にわたって顧客との契約に定められた金額に基づき、

毎月収益を計上しております。

　子会社株式会社アド・トップ（以下、「アド・トップ」という。）が提供する

採用コンサルティング及び人材紹介事業のうち、採用コンサルティングについて

は、顧客との契約期間にわたり役務が提供され、時の経過につれて履行義務が充

足されると判断し、主として取引額を当該契約期間で均等に按分し収益を計上し

ております。また、人材紹介については、顧客に役務の提供が完了した時点で履

行義務が充足されると判断し、一時点で収益を計上しております。

　これらの履行義務に対する対価は、一部の対価を前受けする契約を除き、別途

定める支払条件に基づき、履行義務充足後概ね１か月以内に回収しており、重要

な金融要素は含んでおりません。また、セキュリティツール等の一部製商品と付

随する保守サービスは、通常セットで販売しております。これらは独立して販売

していないため、当社内の各製商品及び保守サービスの原価比率等により独立販

売価格の見積りを行い、取引価格は販売価格を当該独立販売価格の比率に基づい

て、それぞれの製商品及び保守サービスに配分して算定しております。
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⑤ 重要なヘッジ会計の方法

イ. ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替

予約が付されている外貨建金銭債権債務について

は、振当処理を行うことにしております。

ロ. ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務

ハ. ヘッジ方針 社内規程に基づき為替変動によるリスクを回避す

るためにデリバティブ取引を状況に応じ利用する

ことにしております。

ニ. ヘッジの有効性評価の方法 為替予約については、ヘッジ対象と同一通貨建て

による同一金額で同一日の為替予約を振当ててお

り、その後の為替相場の変動による相関関係は完

全に確保されているため、有効性の判定は省略し

ております。

⑥ その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ.外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

ロ.のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、個別案件に応じた合理的な期間（８～12年）で均等

償却を行っております。

ハ.繰延資産の処理方法

　株式交付費については、支出時に全額費用処理しております。

ニ.退職給付に係る会計処理の方法

　退職一時金制度については、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする簡便

法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計上しております。また、確定

給付企業年金制度については、複数事業主制度による「日本ITソフトウェア企業

年金基金」に加入しており、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に算定

することができないため、確定拠出制度と同様に計上しております。

２．会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。

３．表示方法の変更に関する注記

連結貸借対照表

　前連結会計年度において流動負債の「その他」に含めておりました「短期借入金」

（前連結会計年度297千円）については、重要性が高まったため、当連結会計年度に

おいては区分掲記しております。
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当連結会計年度

営業投資有価証券

投資有価証券

192,917千円

1,063,179

当連結会計年度

繰延税金資産 78,497千円

４．会計上の見積りに関する注記

　（営業投資有価証券及び投資有価証券の評価）

　（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　営業投資有価証券及び投資有価証券に含まれる市場価格のない株式等226,893千円に

ついては、持分法適用関連会社株式を除き、取得原価をもって貸借対照表価額としてお

ります。超過収益力を加味して取得した市場価格のない株式等については、１株当たり

の純資産額に基づく実質価額が取得原価に比べ50％超低下しており、また当該株式等の

発行会社の業績が取得時点の計画を一定期間下回る等の理由により超過収益力の低下が

認められるものについて減損処理を実施いたします。

　なお、対象会社の業績不振や財政状態の悪化により、継続して業績が事業計画を下回

り、減損の必要性を認識した場合には、翌連結会計年度において投資有価証券の減損処

理を行う可能性があります。

　（繰延税金資産の回収可能性）

　（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①　算出方法

　繰延税金資産の回収可能性は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対して、

将来の収益力に基づく課税所得の見積り及び将来の一時差異の解消スケジュール等によ

り判断しております。

②　主要な仮定

　将来の収益力に基づく課税所得は、取締役会の承認を得た事業計画に基づいて見積っ

ており、事業計画に含まれる製商品別の売上高及び売上原価並びに販売費及び一般管理

費の予測が主要な仮定であります。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積りの

前提とした仮定に変更が生じた場合、翌連結会計年度の連結計算書類において繰延税金

資産及び法人税等調整額の金額に重要な影響を与える可能性があります。

５．会計上の見積りの変更に関する注記

該当事項はありません。
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(１)有形固定資産の減価償却累計額 93,988千円

当座貸越極度額 1,150,000千円

借入実行残高 600,000千円

差引額 550,000千円

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年
度増加株式数

当連結会計年
度減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普通株式 5,604,200株 － － 5,604,200株

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年
度増加株式数

当連結会計年
度減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普通株式 259,807株 － － 259,807株

・配当金の総額 80,165千円

・１株当たり配当金額 15.00円

・基準日 2026年３月31日

・効力発生日 2026年６月25日

６．連結貸借対照表に関する注記

(２)当座貸越契約

　当社グループは、資本効率の向上を図りつつ、必要な時に運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。当連結会計年度末にお

ける当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

７．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(１)発行済株式の種類及び総数に関する事項

(２)自己株式の種類及び総数に関する事項

(３)剰余金の配当に関する事項

①当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

　該当事項はありません。

②当連結会計年度末日後に行う剰余金の配当に関する事項

　2026年６月24日開催の第25回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
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普通株式 2,222,000株

(４)当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない

ものを除く。）の目的となる株式の種類及び数

（注）第10-A回新株予約権、第13-A回新株予約権及び第13-B回新株予約権は、権利行使期

間の初日は到来しておりますが、権利行使条件が未充足の状態であり、上記には含

んでおりません。

８．金融商品に関する注記

(１)金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達

については銀行等金融機関からの借入及び増資（新株予約権を含む）を活用する方

針であります。

　また、デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために必要に応じて利用

しており、投機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、日本国内の販売先の信用リスクに晒されております。

　営業投資有価証券及び投資有価証券は、業務上の関係を有する企業等の株式であ

り、主として市場価格の変動リスクまたは発行体（取引先企業）の信用リスクに晒

されております。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。一

部、外貨建のものについては、為替の変動リスクに晒されております。

　借入金は、主に運転資金及び設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであ

ります。借入金は金利の変動リスクに晒されております。

　デリバティブ取引は、外貨建の債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目

的とする為替予約であります。なお、ヘッジ会計に係るヘッジ手段とヘッジ対象、

ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法については、「１．連結計算書類の作成の

ための基本となる重要な事項に関する注記等（４）会計方針に関する事項⑤重要な

ヘッジ会計の方法」をご参照ください。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

イ.信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、営業債権については、社内規程に従い、管理部門において、

販売先の信用判定等を行うとともに、随時販売先の信用状況の把握に努めており

ます。デリバティブ取引の利用にあたっては、格付の高い金融機関とのみ取引を

行っております。

ロ.市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　営業投資有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引

先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続

的に見直しております。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

投 資 有 価 証 券 1,029,203 1,029,203 －

敷 金 及 び 保 証 金 127,757 95,571 △32,185

資産計 1,156,960 1,124,775 △32,185

長 期 借 入 金 （ ※ ） 326,726 319,800 △6,925

負債計 326,726 319,800 △6,925

　外貨建の金銭債権債務の為替変動リスクについては、必要に応じて為替予約取

引及び外貨預金を利用してヘッジしております。

　借入金の金利変動リスクについては、随時、市場金利の動向を監視する等によ

り対応しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限等を定めた社内規程に従

い実施しております。

ハ.資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の

管理

　当社グループは、管理部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、適

切な手元流動性を確保すること等により、流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を

織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す

ることがあります。

(２)金融商品の時価等に関する事項

　2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額

226,893千円）は、営業投資有価証券及び投資有価証券に含めておりません。また、

現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金、買掛金及び短期借入金は短期

間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）

（※）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

（３）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。

　・レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場

価格により算定した時価
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時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投 資 有 価 証 券 1,029,203 － － 1,029,203

資産計 1,029,203 － － 1,029,203

時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷 金 及 び 保 証 金 － 95,571 － 95,571

資産計 － 95,571 － 95,571

長 期 借 入 金 － 319,800 － 319,800

負債計 － 319,800 － 319,800

　・レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なイ

ンプットを用いて算定した時価

　・レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ

らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最

も低いレベルに時価を分類しております。

　　①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産

（単位：千円）

　　②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円）

　　（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

・投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な

市場で取引されているため、その時価をレベル１に分類しておりま

す。

・敷金及び保証金

　償還予定時期を見積り、将来キャッシュ・フローを安全性の高い債

権の利回りで割り引いた現在価値により算定しております。

・長期借入金

　元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。
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ITツール事業
ITサービス

事業
投資事業 合計

一時点で充足される
財又はサービス

1,156,891 137,257 - 1,294,149

一定の期間にわたり
充足される財又はサ
ービス

2,062,867 2,284,409 - 4,347,277

顧客との契約から生
じる収益

3,219,759 2,421,667 - 5,641,427

その他の収益 - - - -

外部顧客への売上高 3,219,759 2,421,667 - 5,641,427

当連結会計年度

契約負債（期首残高） 2,517,616

契約負債（期末残高） 3,142,110

９．収益認識に関する注記

（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　収益認識の時期別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

(単位：千円)

（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書

類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等（４）会計方針に関する事項④

収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（３）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①　契約負債の残高等

(単位：千円）

　契約負債は、主としてITツール事業におけるセキュリティツール及び働き方改革ツ

ールのうちサブスクリプション型のサービス、ITサービス事業におけるセキュリティ

ツール等の一部製商品に付随する保守サービス並びに子会社アド・トップ、Youth 

Planet及びProofXの役務において、顧客から受け取った契約期間分の対価の前受金に

関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれてい

た額は、1,033,359千円であります。

②　残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループの未充足（または部分的に未充足）の履行義務は、当連結会計年度末

において3,922,217千円であります。当該履行義務は、主としてITツール事業におけ

るセキュリティツール及び働き方改革ツールのうちサブスクリプション型のサービ

ス、ITサービス事業におけるセキュリティツール等の一部製商品に付随する保守サー

ビス並びに子会社アド・トップ、Youth Planet及びProofXの役務に関するものであ

り、収益の認識が見込まれる期間は次のとおりであります。
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（単位：千円）

当連結会計年度

１年以内 2,015,163

１年超２年以内 1,209,097

２年超３年以内 568,238

３年超 129,718

（１） １株当たりの純資産額 397円97銭

（２） １株当たりの当期純利益 57円73銭

　なお、ITサービス事業における主に子会社ＧＨＩ、ＣＯＮＶＩＣＴＩＯＮ、Ａｓｅ

ｍｂｌｅ及びイチアールが提供するSES（技術者派遣）については、「収益認識に関

する会計基準の適用指針」第19項に従って収益を認識しているため、含めておりませ

ん。

10．１株当たり情報に関する注記
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企業結合日直前に所有していた議決権比率 0.0％

現金対価により取得した議決権比率 46.0

自己株式対価により取得する議決権比率 5.0

取得後の議決権比率 51.0

11．重要な後発事象に関する注記

（株式取得による企業結合）

　当社は、2026年４月24日開催の取締役会において、フィールドテック株式会社の株式を

取得することを決議し、同年４月30日付で同社の発行済株式の一部を取得し、同年５月26

日付の第三者割当による自己株式処分による追加取得により、同社を連結子会社といたし

ます。

１．企業結合の概要

（１）被取得企業の名称及びその事業内容

被取得企業の名称　：フィールドテック株式会社

事業の内容　　　　：モバイル通信事業・固定回線ネットワーク事業・ITソリューショ

ン事業

（２）企業結合を行った主な理由

　フィールドテック株式会社（以下、「フィールドテック」という。）は、30年にわた

り要求水準が厳しい大手通信キャリア（ソフトバンクグループ等）と施工会社として取

引を継続し、高度な技術力と工程・品質・安全・上流/下流を統括するプロジェクト管理

能力を有しております。当社は、人間に代わって24時間365日自律的に活動する「AIエー

ジェント」の普及により、ネットワーク上の通信トラフィックが爆発的に増大すると見

込んでおります。これに伴い、通信インフラの再構築・強靭化はAI時代の生命線とな

り、5G転換期を上回る規模で、かつ長期にわたる需要が生まれると考えており、フィー

ルドテックをグループに迎えることで新たな成長力を獲得し、当社グループの中期経営

計画の達成とそれに伴う企業価値向上に資すると判断し、子会社化を決定いたしまし

た。

（３）企業結合日

①現金を対価とした株式取得日：2026年４月30日

②自己株式を対価とした株式取得日：2026年５月26日予定

（４）企業結合の法的形式

　現金及び自己株式を対価とする株式取得

（５）結合後企業の名称

　変更はありません。

（６）取得した議決権比率
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取得の対価 現金 184,000千円

自己株式 19,999

取得原価 203,999

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠

　当社が現金及び自己株式を対価として株式を取得することにより、被取得企業の議決

権の過半数を取得するためであります。

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

　なお、取得の対価の一部が未確定であるため、暫定的な金額であります。

３．主要な取得関連費用の内容及び金額

　アドバイザリーに対する報酬額等　　27,280千円

４．発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　現時点では確定しておりません。

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその内訳

　現時点では確定しておりません。

（投資有価証券の売却）

　当社の連結子会社フーバー・インベストメント株式会社において、ポートフォリオの最

適化及び資本効率の向上を目的として、保有する投資有価証券の一部を売却しておりま

す。当該売却は2026年４月より開始し、2027年３月まで継続して実施する予定であり、翌

連結会計年度において、特別利益として投資有価証券売却益337百万円（概算）を計上する

見込みであります。2026年５月22日現在において、投資有価証券売却益66,856千円が発生

しております。
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企業結合日直前に所有していた議決権比率 0.0％

企業結合日に取得した議決権比率 51.0

取得後の議決権比率 51.0

12．その他の注記

（企業結合等関係）

（株式取得による企業結合）

　当社は、2026年２月20日付で株式会社Youth Planetの株式を取得し、同年３月31日をみ

なし取得日として同社を連結子会社といたしました。

１．企業結合の概要

（１）被取得企業の名称及びその事業内容

被取得企業の名称　：株式会社Youth Planet

事業の内容　　　　：人材紹介サービス・採用代行サービス他

（２）企業結合を行った主な理由

　株式会社Youth Planet（以下、「Youth Planet」という。）は、人材紹介及びRPO（採

用代行）領域において、戦略設計から実行までを一貫して担う高度な実務ノウハウを有

し、特に累計ユーザー数37,000人超えの新卒学生面接練習サービス「Sokumee（ソクミ

ー）」運営等から若年層、さらにIT人材領域における採用支援において高い実績を有し

ており、同社の知見・機能は、当社グループにとってまさに欠けていた重要なピースで

あると判断しております。「人的資本の価値創造」を掲げ、企業と個人の双方にとって

最適なマッチングと成長機会を創出してきたYouth Planetの思想と実行力は、当社グル

ープの方向性と極めて高い親和性を有すると判断し、子会社化を決定いたしました。

（３）企業結合日

　2026年２月20日（みなし取得日　2026年３月31日）

（４）企業結合の法的形式

　現金を対価とする株式取得

（５）結合後企業の名称

　変更はありません。

（６）取得した議決権比率

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠

　当社が現金を対価として株式を取得したことにより、被取得企業の議決権の過半数を

取得したためであります。

２．連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

　当連結会計年度の末日をみなし取得日としているため、該当事項はありません。
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取得の対価 現金 204,204千円

取得原価 204,204

流動資産 214,778千円

固定資産 19,055

資産合計 233,833

流動負債 43,931

固定負債 43,803

負債合計 87,734

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

　アドバイザリーに対する報酬額等　　26,715千円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（１）発生したのれんの金額

　129,693千円

　なお、上記の金額は、取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定された金

額であります。

（２）発生原因

　主として今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力によるものでありま

す。

（３）償却方法及び償却期間

　投資効果の発現する期間にわたって均等償却する予定です。なお、償却期間について

は取得原価の配分の結果を踏まえて決定する予定です。

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその内訳

７．取得原価の配分

　当連結会計年度末において、企業結合日における識別可能な資産および負債の特定な

らびに時価の算定が未了であり、取得原価の配分が完了していないため、その時点で入

手可能な合理的情報に基づき暫定的な会計処理を行っております。

８．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連

結損益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

　当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。
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企業結合日直前に所有していた議決権比率 0.0％

企業結合日に取得した議決権比率 51.0

取得後の議決権比率 51.0

（株式取得による企業結合）

　当社は、2026年３月25日付で株式会社ProofXの株式を取得し、同年３月31日をみなし取

得日として同社を連結子会社といたしました。

１．企業結合の概要

（１）被取得企業の名称及びその事業内容

被取得企業の名称　：株式会社ProofX

事業の内容　　　　：生成AIを活用した業務改革コンサルティング及びソリューション

の開発・提供

（２）企業結合を行った主な理由

　株式会社ProofX（以下、「ProofX」という。）は、世界トップクラスのAI研究者ネッ

トワークに参画する日本屈指の若手AI起業家である代表取締役CEO夏目亮太氏（以下、

「夏目氏」という。）が率い、生成AIの高難度案件における開発能力と汎用AIパッケー

ジを展開しております。

　ProofXの子会社化は、当社が掲げる中期経営計画において「日本発のAIガーディア

ン」となるための、極めて重要な戦略投資であります。ProofXの子会社化に伴い、夏目

氏は当社のCAIOに就任し、当社の経営の中枢においてAI戦略全般に関与するとともに、

自社開発製品のAIエージェント化プロジェクトを主導いたします。当社は、当社構想の

最後のピースを埋めるものと判断し、ProofXの子会社化を決定いたしました。

（３）企業結合日

　2026年３月25日（みなし取得日　2026年３月31日）

（４）企業結合の法的形式

　現金を対価とする株式取得

（５）結合後企業の名称

　変更はありません。

（６）取得した議決権比率

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠

　当社が現金を対価として株式を取得したことにより、被取得企業の議決権の過半数を

取得したためであります。

２．連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

　当連結会計年度の末日をみなし取得日としているため、該当事項はありません。
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取得の対価 現金 306,000千円

取得原価 306,000

流動資産 127,398千円

固定資産 2,757

資産合計 130,156

流動負債 35,668

固定負債 2,838

負債合計 38,506

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

　アドバイザリーに対する報酬額等　　32,622千円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（１）発生したのれんの金額

　259,258千円

　なお、上記の金額は、取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定された金

額であります。

（２）発生原因

　主として今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力によるものでありま

す。

（３）償却方法及び償却期間

　投資効果の発現する期間にわたって均等償却する予定です。なお、償却期間について

は取得原価の配分の結果を踏まえて決定する予定です。

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその内訳

７．取得原価の配分

　当連結会計年度末において、企業結合日における識別可能な資産および負債の特定な

らびに時価の算定が未了であり、取得原価の配分が完了していないため、その時点で入

手可能な合理的情報に基づき暫定的な会計処理を行っております。

８．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連

結損益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

　当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

　イ.子会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

　ロ.その他有価証券

　市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しております。

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　イ.原材料

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）を採用しております。

　ロ.貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）を採用しております。

（２）固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設

備については定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　10年～18年

工具、器具及び備品　　４年～15年

②　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　ソフトウェア（自社利用）　　５年

　社内における利用可能期間に基づく定額法によっております。

③　少額減価償却資産

　取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、法人税法の規

定に基づき、３年間で均等償却を行っております。

（３）引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。
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②　賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を

計上しております。

③　役員賞与引当金

　役員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計

上しております。

④　退職給付引当金

　簡便法を採用し、従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末自己

都合要支給額を計上しております。

（４）収益及び費用の計上基準

①　ITツール事業

　当社が販売するセキュリティツール等の一部製商品については、顧客に納品され

た時点で履行義務が充足されたと判断し、収益を認識しております。また、収益

は、顧客との契約において約束された対価から販売奨励金等の顧客に支払われる対

価を控除した金額で測定しております。

　セキュリティツール及び働き方改革ツールのうちサブスクリプション型のサービ

スについては、顧客との契約が継続している期間にわたり、時の経過につれて履行

義務が充足されるものと判断し、取引額を当該契約期間で均等に按分し収益を認識

しております。

②　ITサービス事業

　当社が販売するセキュリティツール等の一部製商品に付随する保守サービスにつ

いては、顧客との契約期間にわたり、時の経過につれて履行義務が充足されるもの

と判断し、取引額を当該契約期間で均等に按分し収益を認識しております。

　これらの履行義務に対する対価は、一部の対価を前受けする契約を除き、別途定

める支払条件に基づき、履行義務充足後概ね１か月以内に回収しており、重要な金

融要素は含んでおりません。また、セキュリティツール等の一部製商品と付随する

保守サービスは、通常セットで販売しております。これらは独立して販売していな

いため、当社内の各製商品及び保守サービスの原価比率等により独立販売価格の見

積りを行い、取引価格は販売価格を当該独立販売価格の比率に基づいて、それぞれ

の製商品及び保守サービスに配分して算定しております。

（５）ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約が付されている外貨建金銭

債権債務については、振当処理を行うことにしております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…為替予約、ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務
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当事業年度

繰延税金資産 57,885千円

有形固定資産の減価償却累計額 89,401千円

③　ヘッジ方針

　社内規程に基づき為替変動によるリスクを回避するためにデリバティブ取引を状

況に応じ利用することにしております。

④　ヘッジの有効性評価の方法

　為替予約については、ヘッジ対象と同一通貨建てによる同一金額で同一日の為替

予約を振当てており、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されて

いるため、有効性の判定は省略しております。

（６）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

②　繰延資産の処理方法

　株式交付費については、支出時に全額費用処理しております。

２．会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。

３．表示方法の変更に関する注記

該当事項はありません。

４．会計上の見積りに関する注記

　（繰延税金資産の回収可能性）

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　連結注記表「４．会計上の見積りに関する注記（繰延税金資産の回収可能性）」に同

一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

５．会計上の見積りの変更に関する注記

該当事項はありません。

６．貸借対照表に関する注記

（１）資産に係る減価償却累計額
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当座貸越極度額 1,100,000千円

借入実行残高 600,000千円

差引額 500,000千円

①短期金銭債権 201,839千円

②長期金銭債権 25,000

③短期金銭債務 8,143

④長期金銭債務 750

（１）営業取引による取引高 71,265千円

売上高 6,644

仕入高 3,524

販売費及び一般管理費 61,097

（２）営業取引以外の取引高 249,466千円

（２）当座貸越契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結し

ております。事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおり

であります。

（３）期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。

（４）関係会社に対する金銭債権、債務

７．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

８．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

　普通株式　　　　　259,807株
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繰延税金資産

賞与引当金 7,381千円

役員賞与引当金 3,690

退職給付引当金 10,719

関係会社株式評価損 14,656

減損損失 14,244

貸倒引当金 2,781

税務上の繰越欠損金（注） 77,696

その他 18,078

繰延税金資産小計 149,250

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注） △45,413

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △32,222

評価性引当額小計 △77,636

繰延税金資産合計 71,614

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △10,911千円

グループ法人税制に基づく資産譲渡益 △2,196

繰延ヘッジ損益 △621

繰延税金負債合計 △13,729

繰延税金資産（負債）純額 57,885

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

合計
（千円）

税務上の
繰越欠損
金
（※）１

- - - - 77,696 - 77,696

評価性引
当額

- - - - △45,413 - △45,413

繰延税金
資産

- - - - 32,283 -
（※）2
32,283

９．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

（※）１．税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

（※）２．税務上の繰越欠損金77,696千円（法定実効税率を乗じた額）について、繰延税

金資産32,283千円を計上しております。当該税務上の繰越欠損金については、

将来の課税所得の見込み等により、回収可能と判断した部分については評価性

引当額を認識しておりません。

10．リースにより使用する固定資産に関する注記

リース取引の重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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種

類

会社等の

名 称

議決権等

の 所 有

(被所有)

割合(％)

関連当事者

と の 関 係
取 引 内 容

取引金額

( 千 円 )
科 目

期末残高

( 千 円 )

子

会

社

フ ー バ

ー ・ イ

ン ベ ス

ト メ ン

ト 株 式

会社

（所有）

直 接

1 0 0 . 0

資 金 の

援 助

役 員 の

兼 務

資 金 の 貸 付

（注）１
-

短 期

貸 付 金
200,000

利 息 の 受 取

（注）１
1,999

前 受

収 益
1,819

配当金の受取

（注）２
200,000 - -

（１）１株当たりの純資産額 322円00銭

（２）１株当たりの当期純利益 48円31銭

11．関連当事者との取引に関する注記

　子会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、返済条件は期間３

年、一括返済としております。また、貸付期間に係る利息の全額を前受けして

おります。なお、担保は受け入れておりません。

（注）２．子会社の配当については、子会社の経営成績及び財務状態を勘案し、決定して

おります。

12．収益認識に関する注記

　（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計

方針に係る事項に関する注記（４）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりでありま

す。

13．１株当たり情報に関する注記
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14．重要な後発事象に関する注記

　（株式取得による企業結合）

　連結注記表「11．重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、

記載を省略しております。

　（連結子会社からの配当）

　連結子会社であるイチアール株式会社は、2026年５月14日の取締役会において、2026

年５月26日開催予定の株主総会に剰余金の配当について付議することを決議しました。

　これにより、2026年５月27日付で、同社より171,999千円の配当金を受領する予定で

あります。

15．その他の注記

　該当事項はありません。

以上
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